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３ 特別会計（別表 １～３，６，７，１０参照） 

 平成２３年度特別会計の数は４会計で、歳入歳出の総額の決算状況は次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

円 円 ％ 円 ％ 円 

9,123,182,000 9,047,995,547 99.2 8,947,980,072 98.1 100,015,475 

 一般会計から特別会計への繰入金は９億９，６７８万円で、前年度と比較すると、２，２８８万９

千円の増加となっている。 

 これは国民健康保険特別会計への繰入金が６９６万８千円減少したが、介護保険特別会計への繰入

金が２，４５３万９千円、後期高齢者医療特別会計への繰入金が５３１万８千円増加したことによる

ものである。 

 各会計別の審査意見は次のとおりである。 

 

（１）国民健康保険特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳入歳出決算状況表 

 歳入決算額は、前年度と比較すると９，４４９万３千円（１．９％）の減少である。 

 これは主に、前期高齢者交付金、繰入金が増加したものの、国庫支出金、共同事業交付金、繰越金

が減少したためである。 

 歳入決算額の主なものは、前期高齢者交付金１１億４，２２６万１千円（２３．５％）、国庫支出

金１１億４，１７７万３千円（２３．５％）、国民健康保険税１０億５万１千円（２０．６％）、共同

事業交付金５億６，１０１万７千円（１１．５％）、繰入金３億８，５９８万３千円（７．９％）で

ある。 

 国民健康保険税の収納状況は次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

予算現額 
歳    入 歳    出 歳入歳出差引額 

収入済額 収入率 支出済額 執行率  

円 円 ％ 円 ％ 円 

4,882,810,000 4,858,813,955 99.5 4,835,140,421 99.0 23,673,534 
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国民健康保険税の収納状況表 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

  円 円 件 円 円 ％ 

19 1,880,608,310 1,391,781,915 157 11,201,143 477,625,252 74.0 

20 1,622,455,752 1,142,107,497 190 11,928,191 468,420,064 70.4 

21 1,583,466,164 1,086,658,751 227 19,448,393 477,359,020 68.6 

22 1,490,186,720 1,001,098,671 259 24,080,398 465,007,651 67.2 

23 1,475,130,351 1,000,050,526 187 14,387,544 460,692,281 67.8 

 不納欠損処分は１８７件、１，４３８万８千円で、前年度と比較して件数は７２件、金額は９６９

万３千円減少している。 

 これらはすべて地方税法第１５条の７第４項（執行停止３年間継続したことにより消滅）、同法第

１５条の７第５項（即時消滅）及び同法第１８条第１項（消滅時効）の規定により徴収権が消滅した

もので、法令の規定に準拠して処理されているものと認めたが、今後も不納欠損処分にあたっては慎

重な対処に努められたい。 

 収入未済額は、前年度と比較して４３１万５千円（０．９％）の減少で、対調定比は３１．２％で

ある。 

 また、国保会計の根幹ともいえる保険税の現年度の収納率は９２．３％で前年度より０．３ポイン

ト上昇し、過年度も含めた収納率は６７．８％で前年度より０．６ポイント向上している。保険税の

負担の公平性を確保するためにも、さらに未収金の回収に特段の努力をされるよう要望する。 

歳出決算額は、前年度に比較すると６，５０２万６千円（１．３％）の減少となっている。 

 この主な要因は、後期高齢者支援金等、介護納付金が増加したものの、保険給付費、諸支出金、老

人保健拠出金が減少したためである。 

 歳出決算額の主なものは、保険給付費３２億５，０３０万７千円（６７．２％）、共同事業拠出金

５億９，３８６万６千円（１２．３％）、後期高齢者支援金等５億４，８３９万８千円（１１．３％）、

介護納付金２億７，３４０万７千円（５．７％）、総務費７，３３５万９千円（１．５％）となって

いる。 

 高齢化や医療の高度化により医療費が増加するなど、国民健康保険を取り巻く状況は厳しいものが

あるが、保険税や補助金の確保など歳入の増加を図るとともに、保健事業の推進、健康意識の向上と

医療費の適正化を通じて歳出の削減を図り、今後も国保事業の健全運営に努められたい。 
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（２）介護保険特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

円 円 ％ 円 ％ 円 

3,761,936,000 3,680,151,777 97.8 3,662,157,560 97.3 17,994,217 

 歳入決算額は、前年度と比較すると１億７，５３０万４千円（５．０％）増加している。 

この主な要因は、繰越金、諸収入等が減少したものの、支払基金交付金、繰入金、国庫支出金等が

増加したためである。 

歳入決算額の主なものは、支払基金交付金１０億４，８１０万５千円（２８．５％）、国庫支出金

８億６，３２５万３千円（２３．５％）、繰入金６億２，８５３万１千円（１７．１％）、保険料５億

９，０９９万３千円（１６．１％）、県支出金５億３，０７５万４千円（１４．４％）である。  

介護保険料の収納状況は次表のとおりである。 

介護保険料の収納状況表 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

  円 円 件 円 円 ％ 

19 588,956,300 572,695,160 9 200,400 16,060,740 97.2 

20 600,593,840 581,319,370 25 747,700 18,526,770 96.8 

21 608,212,170 586,537,645 24 848,700 20,825,825 96.4 

22 609,548,025 585,794,270 137 3,773,100 19,980,655 96.1 

23 613,644,955 590,992,602 38 722,200 21,930,153 96.3 

 ６５歳以上の第１号被保険者の介護保険料について、７２万２千円の不納欠損処分を行った後の収

入未済額が２，１９３万円となっており、今後も未収金の回収に努められたい。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると１億５，８０５万２千円（４．５％）増加している。 

これは、保険給付費が増加したためである。 

歳出決算額の主なものは、保険給付費３４億２，６６８万５千円（９３．６％）、総務費１億１，

８３３万９千円（３．２％）である。 

 第４期介護保険事業計画の最終年度であったが、今後も、第５期介護保険事業計画に基づき認定業

務の適正化、介護サービスの質の向上、介護保険施設の基盤整備等を通じて、事業の安定的な運営に

努められたい。 
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（３）後期高齢者医療特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 歳入歳出差引

額 収入済額 収入率 支出済額 執行率 

円 円 ％ 円 ％ 円 

461,436,000 457,242,753 99.1 447,343,437 96.9 9,899,316 

後期高齢者医療制度は、医療制度改革に伴い、平成２０年４月から７５歳以上（一定の障害がある

と認定された者は６５歳以上）の者を対象とした制度で、法令の定めにより、市町村は後期高齢者医

療に関する収入及び支出について特別会計を設けることとされている。 

歳入決算額は昨年度と比較すると６４９万２千円（１．４％）増加している。 

この主な要因は、繰越金、諸収入が減少したものの、後期高齢者医療保険料、繰入金が増加したた

めである。 

歳入決算額の主なものは、後期高齢者医療保険料３億５２４万６千円（６６．８％）、繰入金１億

４，９６９万７千円（３２．７％）、繰越金１６３万１千円（０．４％）、諸収入６３万円（０．１％）

である。 

後期高齢者医療保険料の収納状況は次表のとおりである。 

後期高齢者医療保険料の収納状況表 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

  円 円 件 円 円 ％ 

21 291,441,344 289,047,287 0 0 2,394,057 99.2 

22 298,350,787 295,877,010 16 123,854 2,349,923 99.2 

23 308,118,297 305,246,449 6 88,006 2,783,842 99.1 

 後期高齢者医療保険料の収入未済額が２７８万４千円となっており、今後も未収金の回収に努めら

れるとともに、制度の周知を図るよう努められたい。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると１７７万６千円（０．４％）減少している。 

 これは、主に後期高齢者医療広域連合納付金が減少したためである。 

 歳出決算額の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金４億１，８５０万４千円（９３．６％）、

総務費２，８３１万円（６．３％）となっている。 
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（４）公園墓地整備事業特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 歳入歳出差引

額 収入済額 収入率 支出済額 執行率 

円 円 ％ 円 ％ 円 

17,000,000 51,787,062 304.6 3,338,654 19.6 48,448,408 

 歳入決算額は、前年度と比較すると１，０１０万６千円（２４．２％）増加している。これは、使

用料及び手数料が増加したためである。 

 歳入決算額は、繰越金３，９９９万３千円（７７．２％）、使用料及び手数料１，１７９万３千円

（２２．８％）となっている。 

 歳出決算額は、前年度と比較すると１６５万１千円（９７．８％）増加している。これは、公園墓

地整備費が増加したためである。 

 歳出決算額は、公園墓地整備費３３３万９千円となっている。 

 公園墓地全体（第１区～第４区）では、６７４区画で、年度末現在の使用許可残数は２２区画とな

っている。 

 今後も使用許可の促進と合わせて、施設の管理運営及び環境整備に努められるよう要望する。 

 

４ 実質収支に関する調書（別表３参照） 

実質収支に関する調書を歳入歳出決算書及び同事項別明細書と照合して審査した。 

当年度決算における実質収支額については、一般会計５億２，３７０万６千円、国民健康保険特別

会計２，３６７万４千円、介護保険特別会計１，１８９万７千円、後期高齢者医療特別会計９８９万

９千円、公園墓地整備事業特別会計４，８４４万８千円のそれぞれ黒字、老人保健医療特別会計は、

平成２３年３月末廃止により、一般会計に移管された。全会計の実質収支は６億１，７６２万５千円

の黒字となっている。 

翌年度へ繰り越すべき財源は、一般会計４，７６９万８千円である。 
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５ 財産に関する調書 

財産に関する調書及び財産台帳等により、当年度の増減状況を主に審査した。 

 その概要は次のとおりである。 

（１）土地及び建物 

平成２３年度現在高は、次表のとおりである。 

区  分 前年度末残高 決算年度中増減 決算年度末現在高 

土  地 （㎡） 1,250,188 1,219 1,251,407 

建
物 

木  造（㎡） 13,169 0 13,169 

非木造（㎡） 179,034 △1,674 177,360 

 土地は、前年度に比べ１，２１９㎡の増となっている。これは九会駐在所用地と町財産交換により

取得したためである。また建物は、北条中学校耐震補強工事等により１，６７４㎡減少したものであ

る。 

 なお、土地８，２５７㎡、建物３，６９８㎡については、消防署を北はりま消防組合に無償貸付す

る為、普通財産に所管替となったものである。 

 

（２）出資による権利 

決算年度末現在高は２億２，１８２万６千円で、前年度と同額である。 

 

（３）物 品 

 自動車は、前年度末同様１１０台、建設用機械は、前年度末同様２台、絵画等は、１点増の２０２

点である。 

 

（４）債 権 

前年度末現在高は２，０１２万９千円で、決算年度中に１３９万円減少し、決算年度末現在高は１，

８７３万９千円となっている。 

これは、住宅改修資金等貸付金が１１９万円、高等学校・大学等入学支度金貸付金が２０万円減少

したことによるものである。 
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（５）基 金 

基 金 の 推 移           （単位：千円） 

              年度 
19 20 21 22 23 

区分 

物品調達基金 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

土地開発基金 358,206 358,313 358,421 358,529 358,637 

財政調整基金 1,276,705 928,981 966,910 1,392,073 1,889,402 

地域福祉基金 104,208 101,402 98,493 114,598 104,702 

鉄道経営対策事業基金 0 0 0 0 0 

ふるさと創生基金 535,284 535,963 537,012 538,112 539,087 

減債基金 454,094 454,548 455,003 455,458 455,913 

文化スポーツ振興基金 18,568 18,587 18,536 18,514 18,193 

人材育成基金 90,625 90,716 90,806 90,897 90,988 

国営加古川西部土地改良事業

費償還基金 
87,576 49,146 10,111 0 0 

ふるさと応援基金 0 5,795 21,771 36,468 57,454 

一般会計小計 2,926,266 2,544,451 2,558,062 3,005,648 3,515,376 

国民健康保険事業基金 215,206 338,206 338,206 338,206 238,206 

介護給付費準備基金 209,517 248,434 264,745 240,839 185,762 

介護従事者処遇改善臨時特例

基金 
0 26,705 17,785 8,923 0 

特別会計小計 424,723 613,345 620,736 587,968 423,968 

年度末合計 3,350,989 3,157,796 3,178,799 3,593,617 3,939,344 

一般会計における基金の前年度末現在高は３０億５６４万８千円で、年度中に５億９７２万７千円

増加し、決算年度末現在高は３５億１，５３７万６千円となっている。 

この主な要因は、地域福祉基金で９８９万６千円減少したものの財政調整基金４億９，７３２万９

千円、ふるさと応援基金で２，０９８万６千円増加したためである。 

特別会計における基金の前年度末現在高は５億８，７９６万８千円で、決算年度中に１億６，４０

０万円減少し、決算年度末現在高は４億２，３９６万８千円となっている。 

これは、国民健康保険事業基金１億円、介護給付費準備基金５，５０７万７千円、介護従事者処遇

改善臨時特例基金で８９２万３千円減少したためである。 

基金の大部分は歳計現金に繰替運用されており、各基金の運用・積立状況については次のとおりで

ある。 
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 イ．物品調達基金 

庁内で共通に使用する印刷物等を一括購入することによって、物品の取得及び管理に関する事務

を円滑かつ効率的に行うため、基金の額１００万円で運用している。 

当年度の運用状況は、物品払出額２５万１千円、原価２３万８千円で、差引１万２千円が運用益

となり、基金条例に基づき平成２３年度一般会計に繰入されている。 

平成２３年度末の基金１００万円の内訳は、物品３３万１千円、現金６８万１千円となっている。 

 ロ．土地開発基金 

この基金は、公共用地を先行取得することにより、事業の円滑な執行を図るため設置された基金

である。 

前年度末現在高の現金３億５，８５２万９千円に、基金の利息１０万８千円を積み立てたため、

平成２３年度末現在高は３億５，８６３万７千円で、このうち３億５，８３２万９千円を土地開発

公社に預託している。 

 ハ．財政調整基金 

この基金は、将来にわたる財政の健全な運営に資するため設置されたものである。 

当年度は、前年度末残高１３億９，２０７万３千円に４億９，７３２万９千円を積み立て、平成

２３年度末積立額は１８億８，９４０万２千円となっている。 

 ニ．地域福祉基金 

この基金は、地域福祉に寄与するため設置された基金であり、前年度末積立額の１億１，４５９

万８千円に、１１万５千円が積み立てられたが、福祉対策事業費として１，００１万円が取り崩さ

れたことから、平成２３年度末積立額は１億４７０万２千円となっている。 

 ホ．鉄道経営対策事業基金 

この基金は、鉄道事業を経営する北条鉄道株式会社の経営を助成し、地域公共交通の維持確保を

図るため設置されたものである。 

前年度末積立額０円に、当年度は鉄道経営対策事業基金条例の規定に基づき、固定資産税相当額

１，０７８万８千円が積み立てられたが、平成２３年度決算による経常損失の補てんのため１，０

７８万８千円を取り崩し、これに充当したため、平成２３年度末積立額は０円となっている。 

 ヘ．ふるさと創生基金 

 この基金は、地域振興及びふるさと創生に資するため設けられた基金である。 

 前年度末積立額５億３，８１１万２千円に、基金利息９７万５千円を加え、平成２３年度末積立

額は、５億３，９０８万７千円となっている。 

 ト．減債基金 

この基金は、市債の償還に必要な財源を確保し、かつ将来の財政健全運営に資するために設置さ

れたものであり、前年度末積立額４億５，５４５万８千円に、当年度は４５万５千円を積み立てた

ため、平成２３年度末積立額は４億５，５９１万３千円となっている。 
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 チ．文化スポーツ振興基金 

この基金は、市民文化及びスポーツの高揚と振興を図る資金に充てるため設けられたものである。

前年度末積立額１，８５１万４千円に基金利息１万９千円を加え、加西市代表選手賞賜金として３

４万円が取り崩されたため、平成２３年度末積立額は１，８１９万３千円となっている。 

 リ．人材育成基金 

この基金は、人材の育成を目的とする事業を推進するため設置されたもので、前年度末積立額９，

０８９万７千円に基金利息９万１千円が積み立てられたため、平成２３年度末積立額は９，０９８

万８千円となっている。 

 ヌ．国営加古川西部土地改良事業費償還基金 

 この基金は、国営加古川西部土地改良事業負担金の効率的な運用を図るため設置された基金であ

る。 

 平成２２年度末以降積立額は０円となっている。 

 ル．ふるさと応援基金 

 この基金は、まちづくりを応援していただける個人、団体から広く寄付を募り、各種事業を実施

することにより、個性あふれるふるさとづくりに資するため設けられた基金である。 

 前年度末積立額３，６４６万８千円に、当年度２，２３８万６千円を積み立て、里山整備事業な

ど１４０万円取り崩されたことから、平成２３年度末積立額は５，７４５万４千円となっている。 

 ヲ．介護給付費準備基金 

 この基金は、介護保険事業の健全な運営に役立てるため設置された基金である。前年度末積立額

２億４，０８３万９千円に、当年度３４２万３千円が積み立てられたが、５，８５０万円取り崩さ

れたことから平成２３年度末積立額は１億８，５７６万２千円となっている。 

 ワ．国民健康保険事業基金 

 この基金は、国民健康保険事業の健全な運営に資するため設置された基金である。前年度末積立

額３億３，８２０万６千円に当年度１億円取り崩したことから、平成２３年度末積立額は２億３，

８２０万６千円である。 

 カ．介護従事者処遇改善臨時特例基金 

 介護従事者の処遇改善を図るための介護報酬改定に伴う介護保険料の上昇を抑制するために設

置された基金である。前年度末積立額８９２万３千円に当年度９千円が積み立てられたが、介護従

事者処遇改善臨時特例交付金を受け入れるため平成２１年度から平成２３年度に限り設置された

基金であるため、８９３万２千円が取り崩され、平成２３年度末積立額は０円となり、本基金は廃

止された。 

 

６ 基金運用状況 

 地方自治法第２４１条第５項に規定されている基金の運用状況については、基金運用状況報告書に
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より審査を行った。その結果は、前掲基金のイ、ロのとおりである。 

 

７ まとめ 

 以上、平成２３年度一般会計・特別会計の決算審査について概要を述べたが、ここに総括的な意見

を付してまとめとする。 

 

（１）歳入・歳出の決算 

 平成２３年度は市税収入が増加したが、厳しい財政状況は続いている。 

 そのような中で、学校施設の耐震化、少子化対策など、喫緊の行政需要が増加しており、限りある

財源を効果的、効率的に活用することが求められている。そのため、財政状況を意識しながら事業の

選択を図る必要がある。 

 

（２）公債費 

 本市の財政状況を見ると、歳出総額に占める公債費は依然として多額であり、当年度においては２

０億３，６８８万円（対前年度比△２．７％）の負担となっている。また、後年度負担となる地方債

現在高は１４１億３，５５６万２千円（対前年度比△４．３％）、債務負担行為額は３５億９，１０

６万円（対前年度比△１６．０％）と前年度より減少しており、実質公債費比率も１７．１％と前年

度より減少しているが、なお高い数値となっている。また、地方債現在高に債務負担行為の翌年度以

降の支出予定額を加え、積立金現在高（運用基金を除く）を差し引いた、将来にわたる実質的な財政

負担は１３７億８，７２７万８千円となっている。 

 

（３）他会計補助金 

 さらに、一般会計が地方公営企業法第１７条の２及び第１７条の３に基づき、経営の健全化の促進

のため補てんを行っている水道事業、下水道事業及び病院事業の補助金等は、コミュニティ・プラン

ト会計を除き、繰出基準により支出されており、前年度を２，８０９万１千円下回ったが、総額２２

億５，１１３万３千円（対総額１１．９％）にのぼっている。これら公営企業の経営状況及び財政状

態を考慮すると、今後、他会計補助金の増加も見込まれる。とりわけ、急性期病院としての公的役割

を維持発展させる上で、病院事業への支援は引き続き課題となっている。一方で、公債費と他会計補

助金とで歳出決算額の２２．６％を占めており、一般会計の厳しい財政状況を表している。 

 

（４）指定管理者による公の施設の管理運営について 

 平成１９年４月からの公募選定の指定管理者により、ランドマーク展望台、市民会館、古法華自然

公園研修施設、都市公園、玉丘史跡公園、体育施設、健康福祉会館、オークタウン加西について管理

運営されている。指定期間が平成２４年度末までであることから、契約内容の履行状況、効果を検証
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し、今後の公の施設の指定管理者制度の運用に生かされるよう要望するものである。 

 

（５）最後に 

 市民の要請に応じ行政としての役割を果たしていくためには、財政体質の健全性を確保しつつ、事

務事業の優先順位を見極め、判断し、迅速な対応をしていくことが大切である。あらゆる行政情報を

市民に開示し、市民の理解と協力を得ることにより、限られた財源が効果的かつ効率的に活用される

よう的確な選択を行って、活力ある地域社会を創ることを望むものである。 

 


